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筑西広域市町村圏事務組合職員ストレスチェック実施規程 

 

平成 30 年８月 31 日 

訓令第４号 

改正 令和２年３月31日訓令第７号  

 

(趣旨) 

第１条 この規程は、組合が職員に対して実施する労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57 号。

以下「法」という。)第 66 条の 10 の規定に基づく心理的な負担(以下「ストレス」という。)

の程度を把握するための検査(以下「ストレスチェック」という。)に関し必要な事項を定

めるものとする。 

(対象職員) 

第２条 この規程によりストレスチェックの対象となる職員(当該ストレスチェックの実施

に係る期間において連続した長期の休暇、休職、休業等の事由により勤務がない職員を除

く。以下「対象職員」という。)は、次に掲げる者とする。 

(１) 筑西広域市町村圏事務組合職員定数条例(昭和 46 年条例第２号)第２条第１号及び

第２号に掲げる職員 

(２) 筑西広域市町村圏事務組合職員の再任用に関する条例(平成 13 年条例第４号)の規

定による再任用の職員 

(３)  任期が６月以上であって、１週間当たりの勤務時間が常勤職員の１週間当たりの勤

務時間の４分の３以上である会計年度任用職員 

(４) 前３号に掲げるもののほか任命権者が必要と認める職員 

 

(実施医師) 

第３条 法第 66 条の 10 第１項に規定する医師等(以下「実施医師」という。)は、筑西広域

市町村圏事務組合管理者の事務部局職員安全衛生管理規程(平成 30 年組合訓令第３号。以

下「安全衛生管理規程」という。)第８条第１項に規定する産業医とする。 

(ストレスチェックの実施事務従事者) 

第４条 実施医師の指示によりストレスチェックの実施に係る日程の連絡、調査票の配付、

回収等の事務処理を実施する者(以下「実施事務従事者」という。)は、総務課の職員とす

る。 

(外部機関への委託) 

第５条 管理者は、必要と認めるときは、前項の規定による事務処理の全部又は一部につい

て、当該事務処理を適正に実施できると認める機関等に委託することができる。 

http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00001264.html#l000000000
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00001264.html#l000000000
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000085.html?id=j2_k1_g1
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000085.html?id=j2_k1_g6
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000089.html
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00001264.html#e000000024
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000114.html?id=j9_k1
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000114.html?id=j9_k1
http://www.city.chikusei.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r156RG00000114.html?id=j9_k1


- 2 - 

(面接指導の実施者) 

第６条 法第 66 条の 10 第３項に規定する面接指導(以下「面接指導」という。)は、管理者

が指定する医師(産業医を含む。以下「面接医」という。)が実施する。 

(実施の方法等) 

第７条 任命権者は、対象職員に係るストレスチェックを年１回以上実施し、当該実施の期

間(以下「実施期間」という。)については、あらかじめ対象職員に通知するものとする。 

２ ストレスチェックは、法第 66条の 10 第７項の規定により厚生労働大臣が定める指針(以

下「指針」という。)に規定する職業性ストレス簡易調査票の例により行う。 

(対象職員の受検等) 

第８条 対象職員は、実施期間において現に心理的な負担に係る医療機関に通院している等

やむを得ないと認める事由がある場合を除き、当該実施期間内にストレスチェックを受け

るよう努めなければならない。 

２ 対象職員は、ストレスチェックを受けるときは、自身のストレスの状況をありのままに

回答するよう努めなければならない。 

３ 任命権者は、全ての対象職員がストレスチェックを受けるよう、実施期間内に対象職員

がストレスチェックを受けること(以下「受検」という。)に係る状況を随時把握するとと

もに、当該時点において受検していない対象職員に対し、受検の勧奨を行うものとする。 

(結果の通知方法) 

第９条 ストレスチェックの結果(以下「検査結果」という。)の通知は、実施医師の指示に

より、実施事務従事者が行う。 

２ 前項の場合において、検査結果は、ストレスチェックの受検を完了した後に直ちに対象

職員に通知するものとする。 

(対象職員の自己管理) 

第 10 条 対象職員は、検査結果及び当該結果に係る助言等により、ストレスを軽減するた

めの自己管理を適切に行うように努めなければならない。 

(受検に係る時間の取扱い) 

第 11 条 任命権者は、対象職員が受検に要する時間は、筑西広域市町村圏事務組合職員の

職務に専念する義務の特例に関する条例(昭和 46 年条例第６号)第２条第２号の規定によ

る職務に専念する義務を免除された時間(以下「職専免時間」という。)として取り扱う。 

(面接指導の申出の方法) 

第 12 条 検査結果により面接指導を受ける必要があると判定された対象職員(以下「要面接

者」という。)が面接指導を希望する場合は、検査結果を受領した日の翌日から起算して

30 日以内に、当該検査結果の写し及び面接指導申出書兼同意書(様式第１号。以下「要面

接者提出書類」という。)を実施事務従事者に提出しなければならない。 
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２ 実施事務従事者は、要面接者提出書類の提出があったときは、当該要面接者提出書類を

任命権者に提出しなければならない。 

(面接指導の実施方法) 

第 13 条 面接指導の実施日時及び場所は、面接医の指示により、実施事務従事者が要面接

者及び要面接者の所属する課等の長(以下「所属長」という。)に通知する。 

２ 実施事務従事者は、前項の通知をするときは、要面接者が面接指導の対象者であること

が他の組合職員等の第三者に知られることがないよう配慮しなければならない。 

３ 要面接者は、第１項の通知を受けたときは、当該通知による指定の日時に面接指導を受

けるものとし、所属長は、当該要面接者が当該指定の日時に面接指導を受けることができ

るように配慮しなければならない。 

(面接医師の報告等) 

第 14 条 面接医は、面接指導を終了した日から 30 日以内に、面接指導結果報告書兼意見書

(様式第２号。以下「報告書兼意見書」という。)を任命権者に提出しなければならない。 

(就業上の措置) 

第 15 条 任命権者は、面接医による要面接者について、法第 66 条の 10 第６項の規定によ

る措置(同項に規定する報告その他の適切な措置を除く。以下「就業上の措置」という。)

を必要とする旨の報告書兼意見書の提出があった場合であって当該就業上の措置を実施

するときは、実施医師の同席のうえ、当該要面接者に対して当該就業上の措置の内容、そ

の理由等について説明を行うものとする。 

２ 前項の場合において、要面接者は、正当な事由がある場合を除き当該就業上の措置に従

わなければならない。 

(面接指導に要する時間の取扱い) 

第 16 条 面接指導を受けるために要する時間は、職専免時間として取り扱う。 

(集団分析の対象) 

第 17 条 検査結果に係る集計及び分析は、任命権者が年度ごとに別に定める全対象職員を

職場の環境、特質等により区分した集団を単位として実施する。 

(集団分析結果の利用方法) 

第 18 条 実施医師は、前条の規定による集計及び分析(以下「集団分析」という。)を行っ

た場合は、集団分析の結果(個人の検査結果が特定されないものに限る。以下「集団分析

結果」という。)を任命権者に提供するものとする。 

２ 任命権者は、集団分析結果に応じて職場環境の改善等のために必要と認める措置を講ず

るものとする。 

(検査結果の記録の保管) 

第 19 条 任命権者は、検査結果を当該ストレスチェックの実施年度の翌年度から５年間こ
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れを保管しなければならない。 

２ 実施医師及び任命権者は、検査結果及びその内容が他に漏れることのないよう厳重に管

理しなければならない。 

(面接指導の結果の保管等) 

第 20 条 任命権者は、要面接者提出書類、報告書兼意見書及び集団分析結果を当該面接指

導の実施年度の翌年度から５年間これを保管しなければならない。 

２ 任命権者は、前項の規定により保管されているものが他に漏れることのないよう厳重に

管理しなければならない。 

(検査結果の共有範囲) 

第 21 条 任命権者は、要面接者提出書類を総務課で保管し、他の部署の職員(以下「他の職

員」という。)に提供してはならない。ただし、要面接者の同意がある場合は、この限り

でない。 

(面接指導の結果の共有範囲) 

第 22 条 任命権者は、報告書兼意見書を総務課で保管し、他の職員に提供してはならない。

ただし、就業上の措置の内容等職務の遂行において必要と認める情報等に限り、当該要面

接者の所属長に提供することができる。 

(集団分析結果の共有範囲) 

第 23 条 任命権者は、集団分析結果を総務課で保有するとともに安全衛生管理規程に規定

する総括安全衛生管理者に提供する。 

(健康情報の取扱いの範囲) 

第 24 条 対象職員に係る検査結果及び面接指導の結果の情報のうち、診断名、検査値、具

体的な愁訴の内容その他医学的情報(以下「医学的ストレス情報」という。)は、実施医師

が取り扱わなければならない。 

２ 実施医師は、任命権者に医学的ストレス情報を提供する場合は、原則として、当該対象

職員に係る就業上の措置を実施するために必要と認める情報に限り提供するものとする。 

(苦情申立ての手続) 

第 25 条 対象職員は、自身に係るストレスチェックに関する個人情報の取扱いについて苦

情を申し立てる場合は、ストレスチェック制度苦情申立書(様式第３号)により任命権者に

申し立てなければならない。  

(守秘義務) 

第 26 条 職務を通じて対象職員の検査結果その他当該対象職員の健康に関する情報を知り

得た職員は、その内容を他に漏らしてはならない。 

(不利益な取扱いの禁止) 

第 27 条 任命権者は、ストレスチェックに関し、次に掲げる行為をしてはならない。 
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(１) 検査結果により面接指導を申し出た対象職員に対し、当該申出を行ったことを理由

として、当該対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(２) 対象職員の同意を得て任命権者に提供があった検査結果の内容を理由として、当該

対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(３) ストレスチェックを受検しない対象職員に対し、受検しないことを理由として、当

該対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(４) 検査結果を任命権者に提供することに同意しない対象職員に対し、同意しないこと

を理由として、当該対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(５) 面接指導の申出を行わない要面接職員に対し、申出を行わないことを理由として、

当該対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(６) 就業上の措置の実施に当たり、面接指導、実施医師の意見の聴取等の関係法令に定

められた手続等によらずに、当該対象職員の不利益となる取扱いをすること。 

(７) 就業上の措置の実施に当たり、当該就業上の措置の内容が面接医の意見と比較して

その内容及び程度が著しく異なる等面接医の意見を勘案し必要と認められる範囲内と

なっていないもの、対象職員の実情が考慮されていないもの等の関係法令に定められ

た要件を満たさない内容で、その対象職員に不利益となる取扱いを行うこと。 

(８) 検査結果又は面接指導の結果を理由とする就業上の措置として、次に掲げる行為を

すること。 

ア 分限処分すること。 

イ 第２条第２号の規定に該当する対象職員について、任用等を更新しないこと。 

ウ 退職を勧奨すること。 

エ 不当な動機又は目的をもってなされたと判断されるような配置転換又は役職等の変

更を命じること。 

オ アからエまでに掲げるもののほか関係法令に違反する措置を講ずること。 

(補則) 

第 28 条 この規程に定めるもののほか必要と認める事項は、管理者が別に定める。 

 

附 則 

この訓令は、平成 30 年８月 31 日から施行する。 

附 則（令和２年３月 31 日訓令第７号） 

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 
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様式第１号（第 12 条関係） 

 

面談指導申出書兼同意書 

 

年  月  日 

 

筑西広域市町村圏事務組合 

任命権者 

  様 

 

 

（申出者）所  属 

職  名 

氏  名             印 

電話番号 

 

ストレスチェックの個人結果で面接指導対象者に該当したため、労働安全衛生法第66条の10

第３項の規定により、面接医による面接指導を希望します。 

 なお、面接指導を受けるに当たり、下記の事項に同意します。 

 

記 

 

１ ストレスチェックの個人結果を筑西広域市町村圏事務組合が取得し、所属長に情報を提供

すること。 

２ 面接指導の申出があったこと及び面接日時の情報を所属長に提供すること。 

３ 面接指導の内容を所属長に提供すること。 

４ 前３項の場合において、所属長に対する情報の提供は、就業上の措置、職場環境の改善等

に必要と認める範囲及び内容に限ること。 

 



 

様式第２号（第14条関係） 

面接指導結果報告書兼意見書 

面接指導結果報告書 

対象者 
所属  職名  職員番号  

氏名  男・女 年齢     歳 

勤務の状況（労働時間、

労働時間以外の要因） 

 

心理的な負担の状況 

（ストレスチェック結果） 

Ａ．ストレスの要因   点 

Ｂ．心身の自覚症状   点 

Ｃ．周囲の支援     点 

（医学的所見に関する特記事項） 

 

その他の心身の状況 ０．所見なし  １．所見あり（               ） 

面
接
医
師
判
定 

本人への 

指導区分 

 

※複数選択可 

０．措置不要 

１．要保健指導 

２．要経過観察 

３．要再面接（時期：     ） 

４．現病治療継続又は医療機関紹介 

（その他特記事項） 

 

就業上の措置に係る意見書 

就業区分 ０．通常勤務   １．就業制限・配慮   ２．要休業 

就業

上の

措置 

労働時間の短

縮（考えられ

るものに○） 

０．特に指示なし 
４．変形労働時間制又は裁量労働制の対象か

らの除外 

１．時間外労働の制限 ５．就業の禁止（休暇・休養の指示） 

２．時間外労働の禁止 ６．その他 

 
３．就業時間を制限 

時  分 ～  時  分 

労働時間以外

の項目（考え

られるものに

○を付け、措

置の内容を具

体的に記述） 

主要項目 
ａ．就業場所の変更 ｂ．作業の転換 ｃ．深夜業の回数の減少 ｄ．

昼間勤務への転換 ｅ．その他 

１） 

２） 

３） 

措置期間 日・ 週 ・ 月 又は   年  月  日～  年  月  日 

職場環境の改善に

関する意見 

 

医療機関への 

受診配慮等 

 

備  考 
 

 

医師の所属先   年  月  日（実施年月日） 

 医師氏名 印 
 



 

様式第３号（第 25 条関係） 

ストレスチェック制度苦情申立書 

年  月  日 

 

筑西広域市町村圏事務組合 

任命権者 

    様 

 

（申立者）所  属 

職  名 

氏  名              印 

電話番号 

 

ストレスチェックに関する個人情報の取扱いについて苦情があるので、筑西広域市町村圏事

務組合職員ストレスチェック実施規程第25条の規定により、次のとおり申し立てます。 

苦情の内容 

 

備  考 

 

 


